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新型コロナウイルス感染症の拡大等による申告期限の取扱いについて 

（法人課税関係） 

 

 

 新型コロナウイルス感染症の拡大防止の観点から、別紙のとおり、国税庁より「法人

税及び地方法人税並びに法人の消費税の申告・納付期限と源泉所得税の納付期限の個

別指定による期限延長手続に関するＦＡＱ」において、新型コロナウイルス感染症の

影響により、期限までに申告等が困難な方々の為に、個別の申告期限延長の手続等に

ついての取りまとめがありましたのでお知らせします。 

 地方税における申告期限等の延長については、地方団体の長が判断して行うもので

ありますが、国税における取扱いを踏まえ、申告期限等の延長について事前の申請書

等の提出を不要とするなど、柔軟に対応されるようご配慮願います。 

貴都道府県内の市区町村に対してもこの旨をご連絡願います。 

 

（連絡先） 

総務省自治税務局企画課 

担当：金谷係長、沼田事務官 

電 話：03－5253－5658 

ＦＡＸ：03－5253－5659 

御中 



法人税及び地方法人税並びに法人の消費税の申告・納付期限と源泉
所得税の納付期限の個別指定による期限延長手続に関するFAQ

国税庁では、 新型コロナウイルス感染症の影響により、 当面の申告や納税などに関して

寄せられた質問等を取りまとめた「国税における新型コロナウイルス感染症拡大防止への

対応と申告や納税などの当面の税務上の取扱いに関するFAQ」を公表し、 法人の取扱い

についても、 案内しているところです。

昨今の新型コロナウイルス感染症の各地での感染の拡大状況を踏まえると、 これから申

告期限を迎える法人の中には、期限までに申告等が困難な方々も多いものと考えられます。

そこで、 このFAQでは、 新型コロナウイルス感染症の影響により、 期限までに申告等

が困難な方々の為に、 個別の申告期限延長の手続等について取りまとめましたので、 参考

としてください。

目 次

問1． どのような場合に法人は個別延長が認められますか。

問2. 個別延長の場合の申告・納付期限はいつになりますか。

問3. 申請や届出など、 申告以外の手続きも個別延長の対象となりますか。

問4. 個別延長する場合には、 どのような手続きが必要となりますか。
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